




















労働者のヒア リング調査 と.アンケー ト調査分析である。この調査結果によれば、派遣労働者
は、キャリアや職業能力開発に関する希望をどこに伝えるべきなのか、混乱 していること.を.











主な担い手は、稼働 している時めみに雇.用契約が.発生する登録型派遣に従事す る、製造業 ・
土木建設業の生産 ・建設現場を中心に派遣 される非熟練の若年男性である.派 遣業界団体に
よれば、 こうした特性を持つ派遣労鱒.者の8割 が正規雇用への移行を希望 しているが、.派遣
労働者の多くが非熟練生産労働者で構成 され、正規雇用に就 くために重要視 される職業資格
















取 り組む職業訓練そ.れそれにx1する.支援 を提供する仕 組みが独立 している。派遣期間中に就
く仕.事に必要最低限な訓練以外 には、企業(派 遣元企業.・派遣先企業)..による能力開発の機
会提供が限られると考え られ る派遣労働者に対 し、その自己啓発意欲を尊重 し、それを直接
的に支援する仕組み も整備 されている。そうした仕組みは派遣労働者が主体的に自分の能力
開発 ・キャリア形成に取 り組むことを可能にするため、派遣労働者にとって大きなメリット














象徴される、「個人」その ものを主体 とする職業訓練の諸制度の構築であった。 こうした取
組みの特徴を明らかにしたことが、本研究の大 きな意義であると考える。




































第二章 日本の派遣労働の職業J7開 発 ・キャリア形成の課題
一 コールセンター業界の事例を中心として
第一節 日本の派遣労働の概要
第二節 オペ レーター ・派遣労働者の就業意識とキャリアの実態と課題
(1)コー ルセンター業界の就業者の労務構成
(2>使用するデータと分類方法=デ ータとサンプル












































際、課題 となるのかを、先行研究の レビューを通 じて明らかにする。
近年、企業がその人的資源を補充す る際、中核的と判断 した業務 に就 く人材を内部で養成
し、非中核的な業務については外部化 を決定するf上組みについて、多様な学派の主張が存在










もとで節約 され得 るか らであると主張 した。 そのなかで、「市場 を使用す る費用」 として、
Coaseは「短期契約を繰 り返すことに伴う費用」 を挙げており、労働者を外部市場から随時
調達す るよりも、長期雇用契約で企業内部に抱 えたほうが、結果として取引費用が節約 され
ることを説明 している。 こうしたCoaseの取引費用理論 を出発点にして、1970年代 には、
企業組織内の内部労働市場を概念化 したDoeringerandYiore、およびWilliamsonの取引費




部化を進 める要因を、内部労働市場といった概念 を通 じて説明付け、労働市場の分断や労働





















を取 り巻 く外的環境 や規制の影響 も受ける。特に、派遣労働やパー トタイム労働 といった働
き方には規制 と税制などのあり方が絡み、国内外に目を向けると、国によっては産業別の労
働条件を規定す る労使関係にも配慮することが必要となってくる。個別企業がどこまで人材
を外部化する、あるいはできるかは、企業を取 り巻 く外部要件 と企業の(技 術を含む)戦 略
によると考えられる。
取引費用を算出す る際、長く続きそうな業務なのか、企業特殊的な技能を要する業務なの





















正社員 を前提 とした人事管理の前提 を考 え直す必要がある。派遣労働者の短期的なキャリ
ア ・パースペクティブは、派遣先企 業と派遣元企業の双方 とも、時間と費用をかけて能力開
発を行うという、人的資本投資の インセンティブを失わせるため、能力開発の主体 と責任を、
人事管理の主体である派遣元企業 ・派遣先企業から、労働者個人へとシフhさせ る結果 を導
くことになる。 しか し労働者本人が能力開発を自己負担で行 うことには、時間的 ・金銭的な












な課題を抱 えているのかについて、日本の派遣労働の主な特性 を概観 したうえで、コールセ
ンターといった業種におけるヒアリング調査 とアンケー ト調査の分析 を通 じて、考察する。
第.一節では、コールセンターの事例の背景にある、 日本の派遣労働の変遷、およびその担
い手の主な特性 を、他の非正規労働の特性 と対比 させながら概観する。 日本の派遣労働者数
は、1986年の派遣労働の解禁か ら近年 まで着実に増加 して きた。2008年の経済危機を機に
企業における派遣の活用が大幅に削減 されたものの、2009年の派遣労働者数は常用雇用換算
で157万人に上り、景気状況 にかかわ らず高水準 を維持 している.
こうした派遣労働 者の特性 として、「労働力需給制度についてのアンケー ト調査」(厚生労
働省、2005)に基づ く小野(2009)の分析によれば、派遣労働者はその分類によって次の属
性を示す。第.一に、特定派遣で働 く常用型派遣労働者は、男性比率が高 く、年齢的には20
歳か ら40歳、専門技術に従事する・者で構成 されている。働き方 もフル タイムで 一般 企業の
フル タイムとは変わらず、長期にわたり同一の派遣先企業に勤務 していることが多い(平 均
2年以..f.〉。第=に 、登録型派遣として働 く派遣労働者は、主に年齢が20歳から30箴の女性
で、事務系の職種に従事 していることが多い。常用型派遣 と同様、働き方はフルタイムであ







ケー ト調査(N=261)の分析 を通 じて、その就業意識とキャリアの実態 を把握 し、派遣労働
者が職業能力開発 ・キャリア形成 を行 ううえで、どのような側面で困難に直面するのか、に
着i二1した。その結果、次の点が明らかにされた。派遣労働者の就業意識やキャリアは多様で









仕事 を教えるのに熱心であり、派遣先の社員 と派遣労働者の問に距離が感 じられないことが
挙げられている。その一方で、派遣先企業に不満を感 じ、定着志向の低い派遣労働者は、派





どこに伝 えるべきなのかを迷 うなか、結果的に伝えていな.い点も示 された。派遣労働者は、
その中長期的なキャリアに関する希望を実現するために、その希望 をどのように伝 えている






インタビュー調査を通 じて明らかにした。 この調査 は、非正規労働者をiF.社員に登用する




めていることか ら、派遣先企業は派遣労働者の職業能力開発および定着を希望 してお らず、
正社員登用を通 じて派遣労働者を.内部化することを考えていないことが明らかになった。人
り口にはアルバイ トと言った.形の非正規労働者 として入社しても、正社員登用制度を通 じて.、





者に対 し、より高度な仕事や責任の割 り振 りを通 じて、正社員に求 められる能力を育成 して
いる。iF#t登用制度 を導人 している企業は、同制度 を、企業特殊的な技能の定着、コア人
一275一 一
1非正規労働の職業能力開発のあり方に関する研究』
材の確保手段、非正規労働者のモチベーシ ョン向上の手段 として位置づ けていた,こ の結果
も第一章でみた、人材の内部化と技能の企業特殊性 との関係を裏付ける結果となっている。










していることが明 らかに された。言い換 えれば、派遣労働者の就労先となる派遣先企業での
職場が、派遣労働者の職業能力開発の鍵 を握 ることになっているものの、派遣労働者 の評
価 ・賃金は派遣元企業から実施 され るため、派遣労働者はその希望をどこに伝えるべ きなの
か、混乱 している可能性が高いことを示唆する結果であるといえよう。
他方、当該事例研究においては、複数のコールセンターにおいて、正規 ・非正規にかかわ
らず、オペ レーターおよびスーパーバ イザーに対して、職業能力開発およびキ ャリア形成支
援のプランを提供 している実態が確認 された。本実態調査は、アンケー ト調査および限 られ
たコールセンター事業者に対するヒアリング調査であることか ら、.一・般化は難 しいが、厳 し
い競争条件の中で事業活動を営む企業は、人材を非正規労働者とすることにより諸コス トを
削減するとともに、非正規労働者に対 しても教育 ・訓練 を与えることにより得られる事業上
のメリッ トも同時に追求する姿勢が伺えた。
その.一つの背景として、コールセンターの事例で取 り上げた派遣労働者 を含む、 日本 の派
遣労働者の一...・つの派遣先企業における、比較的長い勤続期間が挙げられよう。小野(2009)
の派遣労働者の分類比較が示すように、「現在の派遣先で同一の業務に継続 して働いて いる












まずフランスの派遣労働の特性 をみると、その主な担 い手は、稼働 している時のみに雇用
契約が発生する登録型派遣に従事する、製造業 ・土木建設業の生産 ・建設現場 を中心に派遣
される非熟練の若年男性である。派遣業界団体によれば、こうした特性を持つ派遣労働者の
8割が正規雇用への移行を希望 しているが、派遣労働者の多 くが非熟練生産労働者で構成 さ





費用も派遣元企業の拠 出により、業界 レベルで負担 さ.れる.。.訓練費用の積立は、派遣元企業
の内部積立 と、労使で運営 される、派遣業界の訓練費徴収基金(FAFTT)への積立に分けら
れる。その積立資金 を活用するためには、訓練 を通 じて派遣労働者 が習得する技能の性格が









もう一つ の背景として、 フランスの派遣労働を取 り巻 く法規制の特性が挙げられるb派遣
労働の法的枠組みは1972年に確立 され、派遣が 「派遣 先企業の通常かつ恒常的業務にかか
わる雇用を継続的に充用することをu的 とすることも、また、結.果とすることもで きない」
といった基本原則に基づき、派遣の対象となる 「職種」や 「業種」 を規制 しない代わりに、
派遣が雇用契約の基本原則となる 「期間の定めのない雇用契約Jの 代替にならないように、
その 「使用目的」や 「使用期間」 を厳 しく制隈しているところにある。 したがって、派遣の
使用は、基本的に1.)社員の欠勤 ・休職の代替(産 休等の代替)、2)一時的な業務量増加へ







っている。 さらに、派遣労働者の 「不安定な身分」を補填す るために、派遣労働者が受け取
る総報酬額の10%に上る 「契約終了時手当」や、派遣契約期間にかかわ らず、総報酬額の
10%に相当する 「有給休暇補償手当」の支給 も義務づけられている。その結果、派遣の使用
は、利用する派遣先企業にとってコス ト負担を伴うものとな り、「コス ト圧縮」よりも 「労
働力の柔軟性の確保」がその主 な使用事由となっている。派遣労働者の待遇は、立法の他に
全国レベルの労使交渉に基づ き締結されている労働協約によって も規定 されており、派遣労
働者の職業能力開発の制度化 もこうした協約のもと進め られたことが明らかに された 。
職業能力開発支援の派遣労働 者のキャリア形成への影響をみると、派遣業界の訓練費徴収
基金rAFTTによれば、一定の効果を与えており、派遣労働者の 「期間の定めのない雇用契






の職業能力を開発 したいと考えたとき、必要な情報を収集 し、訓練計画 を立てることは容易
ではない。 また、人材開発部局を保持 しない中小規模の派遣元企業 も制度の全体像を把握で




フランスの派遣労働者は職業能力開発を行う上で次の課題に直面する と考 えられ る。D
企業横断的に働 く派遣労働者の就労期間が短期であるために、職業能力開発機会が不足 しが
ちとなり、結果的に、体系的かつ汎用的な能力を蓄積するのが困難であること、2)正社員
を希望 し、その手段 として派遣に従事す る者は少なくないが、就職す るために重要視 される
職業資格水準が概 して低 く、その水準を高める機会が限 られていること、である。
フランスの仕組みは、こうした派遣労働者が職業能力を開発す る上で直面する課題を踏 ま
えた制度設計を行っている。登録する派遣元企業や契約の長短にかかわ らず、「派遣労働者」











のために.業界のイメージ改善の手段 として、社会的評価 を得 るために派遣労働者の職業能力
開発支援に対 し積極的に取 り組んできた点が挙げられる。 また、派遣労働者の職業訓練のあ
り方は、政策的な枠組みにおいて労使交渉を通 じて決め られたルールで規定 されており、そ
の費用も業界レベルで分担 されること、そして費用の配分に際 し、労使で運営 される訓練費
徴収基金が中立的な役割 を果 たすことも同制度の大 きな特徴である 。このような特性が、「誰
がどのよ うに派遣労働者の職業訓練を担 うべきなのか」の問いに対す るフランスの回答にな
るといえよ う。
第四章 「フランスにおける派遣労働の職業能力開発への実際の取組みと課題一 ヒアリング
調査結果か ら」では、派遣元企業へのヒアリング調査 を通 じて、派遣労働が各関係当事者 に
おいてどのように位置づけられているのかを明 らかに し、派遣労働 者がどのような形でその
職業能力を開発 し、キャリア形成 を図っているのかを明らかにする。






..ヒ記の動機 に加 えて、社会的参入を目的とす る特定派遣元企業(L'TI'1)は、「より多くの者
の就職を促進する」といった政府のニーズを代行する側面を持つ 。
派遣元企業主導の職業訓練は、顧客企業のニーズに対応す る形で開始 される。人材の確保
が困難である業種(建 設業 ・飲食業等〉、および顧客企業が、その属する業界が養成 を支援
していない能力を必要とした場合(141えば建設業界は派遣業界同様、訓練用の基金を運用 し
ているが、その基金が支援する訓練は建設業務 に直結する能力の養成 であり、例えば秘書の
養成 は不可能 となる〉、派遣元企業に依頼 して、その企業が必要とする能力開発を実施 して
もらうことになる。大手派遣元企業の場合、派遣事業所はこうした顧客企業の依頼 に対 し、









また～本調査 を通 じて、職業訓練 を実施す る.うえでの課題 と.して、次の点が指摘 された。
第一に、派遣労働者の.担い手に学校教育 システムからの早期離脱者が多いため、継続的な努
力を必要 とする訓練の希望者を確保 し、訓練開始後にその意欲を維持 させ ることが困難であ
る点。第二に、希望者が限 られ る背景 として、顧客企業の訓練ニーズと、派遣労働者が希望
する訓練 との問のギャップの存在。第三に、派遣労働者に対する訓練の実施 に伴 う手続 きが
煩雑であり、運用コス トが高いため、..そめ簡素化の必要性 。職業訓練の仕組みを理解 し、運
用するためには、専門の担当者が必要 であるが、中小規模の企業にとってはそれが困難であ
り、積み立てた訓練資金を消化で きない企業 もある.。..調査対象の派遣元企業によれば、長期
間失業を経験 した者や、短期の雇用契約を繰 り返 している者は、将来 を長期的に設計するこ
とが困難になっている傾向がある.そ のため、働 く意欲を失 う前 に、早期の段階で キャリ
ア ・カウンセリングを実施 し、職業訓練を通 じて需要め.ある職種へ誘導する必要がありなが
ら、現在の職業訓練制度の運用が複雑であるため、.そうした早急な対応が困難である、と同
派遣元企業は指摘 した。
このように、フランスにおいては、企業(派 遣元企業)が 行う職業訓練 と、派遣労働者が
個人的に取 り組む職業訓練それぞれに対する支援 を提供する仕組みが独立 している。派遣期
間中に就く仕事に必要最低限な訓練以外には、企業(派 遣元企業 ・派遣先企業)に よる能力






















け.その職業訓練が職業資格制度 と連動 している点が、日本と大 きく異.な.る社会的背景である。
フランス企業 における賃金は職業能力水準別に決め られるため、ある水準の資格 を保持 して
いれば、企業 を変わっても少なくともその資格に該当す る賃金を要求することができる。 こ












働組合で あり、それらは労働協約の締結権限 を持ち、「労働 協約拡張適用制度」 に基づき、
締結 した労働協約 を直接の当事者でない企業と.労働者にまで広 げることができる。拡張適用
は政府が決定する。 こうした労働組合の機能が存在するため、 フラ.ンスの労働組合の組織率
は低いものの.、.、労働協約の適用率は政.令による.拡張適用手続 き.を経て非常に高くなるといっ
だ特徴を持つ』.言い換 えれば、.労働組合は労働条件を規制す る役割を担っていることか らそ
の社会的影響力は大 きい。こう.した特性を持つ7ラ ンス.の労働組合 は派遣労働を規制する仕
組みの構築に当事者 として活動 しており、労使交渉の成果の...一.つが派遣労働の職業訓練の仕
組みの構築であった。 しか しFl本においてはフランスの労働縄合 に.相当する、派遣事業主団

















する機会 を個人に付与す る方法が模索 された。その一つの成果が、派遣労働者への取組みに
象徴 される、個人が従事する 「雇用形態」や所属する企業ではなく、「個人」 そのものを主
体とす る職業訓練の諸制度の構築であった。こうした取組みの特徴を明らかに したことが、
本研究の大きな意義であると考 える、
以上、フランスにおける派遣労働者への職業能力開発支援か らの示唆を概観 したが、 日本
における派遣労働者向けの能力開発の対策に向けて検討すべきポイン トとして、次の ものが
考 えられ る。第一に、派遣元企業 ・派遣先企業の連携がどこまで行われ うるのか。第二に、
派遣労働者が派遣先企業での任務を通 じて習得 した技能を評価する方法はどのようなものが



















(1>本論文の際立った長所はフランスの派遣労働の現状 を綿密に調査 ・分析 し、フランスの
労働市場 における派遣労働の役割を明ら.かに したことにある。これまで、 フランスの派
遣労働に関 して、簡単な制度の紹介は行なわれたが、その実態について掘 り下げた調査
は皆無であった。フランスでは.、民問の職業紹介が禁止 されていた1960年代から、す
き間をついて次第に人材派遣業が発達 して行く。政府及び労働組合の厳 しい監視の ドに、
派遣労働者の労働条件と権利の保護.が労使協定や法律 により細かく規定 され、現在では






登録型の短期派遣であり、派遣労働者は実際に仕事 を遂行する派遣先企業 と雇用関係 を
持たない。このような派遣労働者に、誰がまたどのように技能訓練を行なうかは難 しい
問題である。本論.文では、現地調査の際に、フランスの人材派遣会社の専門家と数度に
及ぶ ヒァ リングと資料分析により職業能力開発の仕組みと問題点を分析 している。この
よ うな、難 しいヒアリングをするときに、論文提出者の優れた才能一 自由にフランス_,:un









(4)全体的に、本論文は細部にまでuが 通 され、明快な論文になっている,日 本のコールセ
ンターc.関する調査を含めて、実態調査の記述は的確で、論文の形式(表 や図の扱い方、
脚注や文献の引用、フランス語文献の表記)は 丁寧 に仕上げられて.いる。大 きな問題意

















本論文には上記のような短所 も見受けられるが、本論文の長所 と比較す るとき、決 して本
論文の優秀性を損な うものではない。本論文が行なったフランスの派遣労働の実態調査 ・研
究は、現在、この問題に関す るもっとも優れた研究である。
論文提出者 ・中道麻子 は、筑波大学国際関係学科を卒業、銀行で勤務 した後、アメリカに











以.t:の審査結果 に基づ き、本論文提出者 ・中道麻 宮ま 「博士(商 学)早 稲田大学」の学位
を受けるに十分な資格があると認めるものである。
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